
（別記） 

令和６年度焼津市農業総合支援協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

当市の農業・農地は、豊かな水や温暖な気象などの自然条件に恵まれるとともに、市場

条件や交通・輸送の利便性に優れた環境条件の下、米や野菜などの食料生産の役割を果た

しているほか、水源のかん養、環境の保全、伝統文化の伝承や農業体験の場の提供などを

通じて、市民の暮らしに深く関わっている。 

 しかし近年では、農業従事者の高齢化や後継者不足などにより、荒廃農地の発生や、用

排水路・農道などの維持管理に影響が出るなど、農業を取り巻く環境は厳しい状況となっ

ている。 

 

２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力 

強化に向けた産地としての取組方針・目標 

当該地域は平坦な土地が多く、良質な水、日照条件が良いという特徴がある。集約して

栽培を行うことができるため、集約性の高い施設野菜の生産を推進していく。さらに、Ｊ

Ａが直営する大規模な地場農産物直売所や、農業者を中心に運営されている直売所が地域

住民に浸透しており、生産地と消費地が近接している強みがある。転作水田を有効利用し

て多品目栽培に取り組み、地産地消を推進することにより、地元出荷量を増やし新たな需

要の拡大をしていく。 

農地中間管理事業の活用や担い手間における農地の利用の調整により、担い手への農地

の面的集積を進めることで、担い手の効率的、安定的な農業経営を図り、生産性の向上を

促進していく。また、ドローンによる農薬散布など低コスト生産技術の導入により、低コ

ストでの生産を目指していく。 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

水田を利用して水稲と高収益作物を組み合わせることで経営の安定を図っている担い手

が多い。水稲の作付と並行して高収益作物の作付を継続して行っていくことで、水田とし

て維持をしていく。また、水稲の裏作として高収益作物の作付をすることによって水田の

有効利用を推進していく。 

水稲を組み入れない作付が数年以上続いている水田がないか利用状況の点検を行い、水

稲よりも畑作物の生産に適していると判断した水田に関しては畑地化の支援を行ってい

く。また、ブロックローテーションの構築に向け、農家の意向調査や情報収集に努める。 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

静岡県農業再生協議会が提供する需要予測に沿った作付面積を参考に、経営所得安 

定対策等の下で、的確な需給調整に取り組み、稲作農家の経営安定を支援する。 

また、酒米では担い手農家を中心に「酒米研究会」を組織し、栽培技術の研究を進   

めながら県内酒造メーカーとの契約栽培に取り組んでいる。引き続き、収量の増加、  

品質の向上など、高いレベルでの安定した栽培に努め「焼津の酒米」として高い評価 

の確立を目指す。 

 

 



（２）非主食用米 

ア 飼料用米 

飼料自給率の向上のため、畜産農家と稲作農家が連携する飼料用米の取組みを支  

援する。また、複数年契約を結んだ上での栽培を推進し、安定供給体制の構築を推 

進する。 

 

   イ 加工用米 

水田地帯というほ場環境のなかで実効性のある需給調整推進への取組として、確 

実な出荷契約の締結を推進する。加工米飯、みそなどの調味料、上新粉などの粉 

類、米菓類等の原料用としての需要を見込んでいる。 

 

（３）麦、大豆、飼料作物 

麦・大豆については、広範囲に作付けをしている担い手農家を助成することで、栽 

培適地での作付面積の拡大を伸ばすとともに、低コスト化や実需者ニーズに応じた高 

品質安定生産技術の確立を図る。大豆については、高品質な品種の導入促進や栽培技 

術等の向上を図り、実需者ニーズに即した大豆の安定栽培を推進する。飼料作物につ 

いては、飼料自給率の向上のため、畜産農家が自家利用を目的として栽培する飼料作 

物の取組みを支援する。取組に当たっては基幹作、二毛作ともに推進し、転作による 

需要に応じた米生産と水田の有効活用を図る。 

 

（４）地力増進作物 

次年度の高収益作物の作付に向けた地力増進、連作障害回避のため、地力増進作物 

（レンゲ、ソルガム、スーダングラス、ヘアリーベッチ、イタリアンライグラス、ク 

ローバー、菜の花）を作付しほ場に鋤き込む取り組みを支援し、効果的な輪作体系の 

確立を目指す。 

 

（５）高収益作物 

当該地域の担い手農業者の殆どは、水田を利用した施設園芸を水稲に組み合わせた 

複合経営を主体に経営の安定を図っている。近年では、輸入農産物の増加による所得 

の低下や担い手の高齢化、大きく変動する資材費の影響など、経営に影響を及ぼす課 

題はあるが、本市の特徴でもある平坦な土地や良質な水、日照条件等の有利性から、 

集約性のある施設園芸の振興を図っていく。担い手農業者が経営する水田面積は大き 

く、生産量に与える影響も大きいため、担い手農業者の支援を図る。静岡県より野菜 

産地強化計画の認定を受けているトマト及びレタスについて、生産力の維持・強化を 

推進する。 

消費者の地場農産物に対する購買意欲の高まりに対応し、ＪＡが展開する大規模な 

地場農産物直売所への地元出荷量を確保するため、転作水田を有効利用して直売向け 

多品目栽培に取り組み、消費者ニーズに柔軟かつ迅速に応える栽培体系、経営の確立 

を目指す。 

 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）
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６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績） 目標値

1
麦、大豆、野菜、

花き、果樹（基幹作）
担い手加算（基幹作） 実施面積 （令和５年度）5,475a

（令和６年度）5,749a
（令和７年度）6,036a
（令和８年度）6,337a

2 麦、大豆（二毛作） 担い手加算（二毛作） 実施面積 （令和５年度） 1,232a
（令和６年度）1,293a
（令和７年度）1,357a
（令和８年度）1,424a

3 飼料用米（基幹作）
飼料用米の複数年契約

加算
実施面積 （令和５年度） 418a

（令和６年度）438a
（令和７年度）459a
（令和８年度）481a

4 麦、大豆（二毛作） 二毛作助成 実施面積 （令和５年度）1,172a
（令和６年度）1,230a
（令和７年度）1,291a
（令和８年度）1,355a

5
野菜、花き、果樹（基幹

作）
地産地消助成 実施面積 （令和５年度） 1,090a

（令和６年度）1,144a
（令和７年度）1,201a
（令和８年度）1,261a

6 地力増進作物（基幹作） 地力増進作物助成 実施面積 （令和５年度） 0a
（令和６年度）106a
（令和７年度）111a
（令和８年度）116a

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

整理
番号

対象作物 使途名 目標



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：静岡県

協議会名：焼津市農業総合支援協議会

1 担い手加算（基幹作） 1 2,380 麦、大豆、野菜、花き、果樹（基幹作） 認定農業者、認定新規就農者等

2 担い手加算（二毛作） 2 2,380 麦、大豆（二毛作） 認定農業者、認定新規就農者等

3 飼料用米の複数年契約加算 1 2,850 飼料用米（基幹作）
実需者又は集荷業者等と複数年契約（３年以上）を締結す
ること

4 二毛作助成（二毛作） 2 3,570 麦、大豆（二毛作） 二毛作として対象作物の作付を行うこと

5 地産地消助成 1 2,380 野菜、花き、果樹（基幹作） 市内の直売所に出荷すること

6 地力増進作物助成 1 20,000 地力増進作物（基幹作） 輪作体系に組み込まれた作付であること

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してくだ
さい。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。


